
特集 1・世界のオーブンアクセス政策と日本:研究と学術コミュニケーションへの影響

図書館における学術誌受信の課題と
オーブンアクセス潮流による影響
江夏白樹
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「理系Jの世界では、すでに、研究活動の成

果は電子ジャーナルにより発信される時代を迎

えている。また、 近年、 「文系Jの世界にも電

子化の波は確実に押し寄せてきている。そうし

たなかで、多くの大学図書館は電子ジャーナル

の価格高騰という 問題に直面している。電子

ジャーナルが海外の少数の出版社によりほぼ独

占的に販売・価格設定されているという事情が、

その背景にある。とりわけ、最近の円安傾向等

により、この問題は -層探刻となってくるであ

ろう。大学から配分される限られた図書予算の

なかで、研究に必要な電子ジャーナルを円滑に

購入することは難しくなってきており、大学図

書館は一部の電子ジ、ャーナルの購読中止を検討

せざるを得なくなってきている。こうした状況

のなかで、如何にしてその学術情報基盤を維持

していくかという問題は、大学の緊急課題であ

る。現在、国公私立の大学は]USTICE(大学

図書館コンソーシアム連合)を結成し、出版社

と精力的な交渉を行っているが、その効果は限

定的なものとなっている。

一橋大学は 「文系J中心の大学であり、 電子

ジャーナルの価格高騰に対して、かつては比較

的余裕をもって対応できていた。電子化の波が

「文系」の世界では遅れていたためである。し

かし、近年、電子ジャーナルの問題は図書館、

さらには、大学会体にとって深刻な問題となっ

てきている。その事情を幾つかの点にまとめた

い。一橋大学の個別事例ではあるが、その問題

の本質は多くの大学にとって共通であると考え

る。

第一に、一橋大学が原則的に「中央図書館」

制度をとっているという事情がある。多くの大

規模大学は附属図書館に加えて、 各研究科、研

究所等がそれぞれに図書館 ・図書室を有してい

る。したがって、中央図書館が一部の電子ジャー

ナルの購読を中止した場合においても、 各研究

室、研究科図書館(室)、研究所による購読継

続の可能性が残されている。しかし -橋大学

の場合、経済研究所に資料室があるものの、附

属図書館が電子ジャーナルの購読を中止して

しまうと、そのことはそのまま大学として当該

ジャーナルへのアクセスを失うことになりかね

ない。電子ジ、ヤーナルの価格高騰は大学の学術

情報基盤の脆弱化に直ちに結びついてしまうこ

とを意味する。もっとも、中央図書館制度をと

らない場合においても、大学全体の電子ジ、ヤー

ナル購読のための予算が逼迫することになれ

ば、 同じ事態を早々に迎えることは想像に難く

ない。

第二に、「文系jの世界内部においても、分

野により、電子ジャーナル化の状況は大きく異

なっており、 図書館がその調整を行うことは容

易でない。より具体的に言えば、研究成果が主

に「数学Jと「英語Jにより記される領域とそ

うではない領域は、雑誌の購読予算をめぐる 「競

合J関係にある。現在、一橋大学の図書館は2，143

タイトルの雑誌を購読しているが、 約半数の
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986タイトルが電子ジャーナルであり、その他

は冊子体である。電子ジャーナルの閲覧上位10

誌は 「表Jにある通りである。この表にあるよ

うに、その大部分は「経済学J関係の雑誌によっ

て占められている。他方、「法律Jr歴史Jr哲
学J等の分野では、なお冊子体の雑誌・図書に

よる研究発信が主流である。つまり、電子ジャー

ナル論文は研究成果の発信媒体のすべてではな

い。また、現在の冊子媒体の雑誌等が今後その

まま電了イヒしていくかどうかの予測も難しい。

冊子媒体、また、日本語での研究発信が求め

られている領域はなお 「文系jの学術研究の世

界では重要な位置を占めている。電子ジャーナ

ルの価格高騰が進むなかで、限られた図書館予

算の配分先を電子媒体と冊子媒体との間でどの

ように調整していくかという問題は非常に難し

し、。

表一橋大学閲覧数上位 10誌

(2012年-2013年の2年間)

順位 誌 名

I The American EにonomicReview 

2 Econometrica 

3 The Journal of Finance 

4 New York Times 

5 Journal of Banking & Finance 

6 Journal of Financial Economics 

7 The Review of Economic Studies 

8 Journal of Econometrics 

9 The Journal of Political Economy 

10 Administrative Science Quartelily 
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第三に、 図書館機能の一部がバーチャル化

していることの問題がある。現在、多くの研究

者は研究室 ・自宅等のパソコンを通して電子

ジャーナルを閲覧できることから、そこに高額

な図書予算が支出されていること、図書館職

員の業務が深く関与していることを意識し難く

なってきている。一部の研究者 ・学生はかつ

てのように頻繁に図書:館に足を運ぶ必要がなく

なってきた。そのため、極端な場合には、 「電

子ジャーナルはタダで空から降ってくるj とい

う誤った思いから、 図書館不要論まで唱えられ

ることがある。現在、各大学は様々な改革目標

を掲げているが、そのなかで、図書館はなかな

か陽の当たりにくい存在である。しかし、 大学

の 「知」の重要な基盤を担っているのは図書館

であり、 学術誌の安定的な購入が次第に困難と

なっているという状況については、大学全体で

危機感を共有 していく必要がある。

第四に、 大学図書館による研究成果のオー

プンアクセス化の試みと して、機関リポジトリ

への取り組みがある。これは学術成果の「受

信」ではなく、「発信」の問題となるが、他の

研究機関 ・研究者にとってはオープンな成果の
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「受信」となる。一橋大学附属図書館では、近

年、リポジトリの構築作業を積極的に進めてき

た。大学の各部所が刊行した学術誌、紀要、ま

た、博士論文等は原則的にリポジトリに登録し、

オープンにアクセスできるようになっている。

また、 学内刊行物に掲載されていない論文等に

ついても、個々の教員に当該論文を大学のリポ

ジトリに登録するように要請し、そうした対応

が可能となるよう、 関係する諸学会にも積極的

に働きかけている。著作権処理などの厄介な問

題が残されているが、機関リポジトリは多額の

予算を必要としないことから、 一橋大学では比

較的順調に構築を進めることができた。リポジ

トリの設立により、例えば、これまで学外では

入手が難しかった紀要等の論文の閲覧も容易と

なった。各教員にはリポジトリに登録されてい

る研究成果の閲覧数を定期的に報告しており、

これは研究の学問的反応を知るうえで重要な指

標となっている。リポジトリに各研究者、また、

大学全体の研究成果を効率よく集積できなるな

らば、それは商業出版社の電子ジャーナルとは

別系統のオープンな研究発信の場となりうる可

能性がある。また、 各大学の研究支援

体制を確立するうえでも貴重な情報源

となるであろう。

界においても、オープンアクセス ・ジャーナル

の刊行は確認できるが、 一橋大学附属図書館で

はその実情を把握しきれていない。これは、後

述するように、この種のジャーナルは図書館予

算で購入されないことから、その実情が図書館

では把握しにくいという事情と関わっている。

これまで、 電子ジャーナルは図書館、あるいは、

読者が購読費を出版社に支払って購入していた

が、オープンアクセス・ジャーナルでは、 論文

執筆者が支払う論文出版加工料 (APC)により、

雑誌の刊行が行われる。つまり、出版社から大

学をみた場合、雑誌刊行のための主な財源が図

書館資料費から研究費へと移行する(図)。電

子ジャーナルの価格が急騰するなかで、 オープ

ンアクセス・ジャーナルの普及は図書館にとっ

ては望ましいと言えるかもしれない。しかし、

国立大学図書館協会などでの議論のなかでは、

次のような問題点が指摘されている。まず、こ

れまで、 図書館予算によってジ‘ャーナルの購入

が行われており、 学術情報基盤の整備は図書館

の責務であった。オープンアクセス ・ジャーナ

ルの普及により、図書館の関与できない世界が

そうァ第五に、 本シンポジウムの主題とも

言えるオープンアクセス ・ジャーナル

の問題がある。「理系Jの分野ではオー

プンアクセス・ジャーナルの刊行が急

速に進んでいる。一方、「文系Jの世 図 オープンアクセス・ジャーナルと図書館
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拡大したならば、 誰がどのように大学の学術情

報基盤を統一的に維持 ・管理するのかという問

題を考えなくてはならない。この点は、 APC

と購読料の二重払いの可能性という 問題とも関

わってくる。現在、一つの電子ジャーナルのな

かに、オープンアクセスの論文とそうではない

論文が混在して掲載されていることがある。そ

の場合、執筆者から APCが支払われているに

もかかわらず、 図書館が当該誌の購読費を負担

している可能性を完全には排除できない。こう

した問題への対応についても、 大学全体での対

応が必要となってくる。「文系」 中心の一橋大

学附属図書館から上記の問題を見た場合、「文

系Jにもオープンアクセスの本格的な波は来る

のか、それは「いつ?J iどのように?J i理系

と同じように ?J来るのか、その対応は如何に

して行うのか、という聞いが投げ掛けられたこ

とになる。

以上、電子ジ、ャーナル問題を中心に一橋大学

附属図書館の直面する問題をまとめてみた。こ

こで論じた点は各大学図書館にも共通する部分

が少なくない。電子ジャーナルの価格高騰など

による図書館予算の逼迫は、 学術情報基盤の脆

弱化を招くものであり、これは個々の大学図書

館の努力のみで解決できる事柄ではない。大学

全体、さらに、 社会をも巻き込んで取り組む課

題と考える。
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